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第５編 小型漁船の検査の実施方法に関する細則 

第１章  総則  

1-1 適用  

1-1-1 小型漁船又は小型漁船に係る物件 (以下｢物件｣という。 )の

検査を行う場合の検査の方法は、この細則によること。ただ

し、この細則は、標準的なものを定めたものであり、当該船

舶の保守･整備状況及び使用状況等を勘案し、適当、かつ、合

理的と認められる場合には、本細則と異なる確認方法による

ことができる。なお、小型漁船の構造等を考慮して理事長が

特に指示した場合は、この細則に代る他の方法によることが

できる。  

  また、本細則中、｢第１種小型漁船｣、｢第２種小型漁船｣と

あるのは、それぞれ漁船特殊規則 (昭和９年逓信省農林省 )第

６条及び第７条に規定する｢小型第１種漁船｣及び｢小型第２種

漁船｣をいう。  

1-1-2 新しい材料を使用した船体、ﾎﾞｲﾗ等材料、構造が特殊なも

のの検査の方法は、資料に意見を添えて本部に伺い出ること。  

1-1-3 1-1-2の場合を除き、この細則に定める検査の方法により難

い場合は、資料に意見を添えて本部に伺い出ること。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 4】  

【 5】  
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第２章  船舶検査の実施方法  

2-1 第１回定期検査 (製造検査を含む。 ) 

2-1-1 通則  

(1) 第１回定期検査の方法は本節によること。  

(2) 第１回定期検査を行うに当たっては、必要に応じ検査の準

備、検査の時期等について船舶所有者等関係者と打合せを行

うこと。  

(3) 漁船登録票により総ﾄﾝ数を確認すること。  

2-1-2 設計の検査  

(1) 設計の検査は、細則第３編 32.1(b)に掲げる書類につき、

材料、構造、寸法、配置等が小漁則に適合していることを確

認すること。  

なお、量産艇に関する提出書類の種類については細則第２

編附属書 [1]｢設計検査のための提出書類 (例 )｣の例によるこ

と。  

また、提出書類は設計検査終了後、同編附属書 [2]｢設計検

査時における書類の返却方法等の取扱い｣により申請者に返

却すること。  

この場合、次に掲げる小型漁船又は物件以外のものにあっ

ては、提出書類の返却を省略して差し支えない。  

また、返却した書類と同様の書類を支部に保管しておくこ

と。  

(ⅰ ) 量産型の小型漁船又は物件 (最初に検査を受ける場合

及び変更が生じた場合に限る。 ) 

(ⅱ ) その他支部長が返却する必要があると認めた小型漁船

又は物件  

(2) 以前に設計検査に合格した小型漁船又は物件と同一の図面

により製造されることが確認できるものであって、適用され

る基準に変更のないものの設計検査は、以前の設計検査時の

指示を確認するにとどめて差し支えない。  

(3) 材料、構造、寸法、配置等が小漁則に適合してることを現

物で確認できると認められる場合には、関係書類の一部の提

【6】  

【6】  
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出を免除してよい。  

 なお、提出を免除する書類の種類については、当該小型漁

船の従業制限に応じ、次例に示す書類以外の書類とする。  

(ⅰ ) 第２種小型漁船にあっては、次に掲げる書類  

(ｲ) 製造仕様書  

(ﾛ) 一般配置図  

(ﾊ) 船体中央断面図  

(ﾆ) 構造強度計算書又は細則第１編 5.0(b)(3)(ⅰ )､

(ⅱ )の船体強度試験方案書  

(ﾎ) 積層要領図 (FRP船に限る。 ) 

(ﾍ) 小型船舶用救命いかだ積付け要領図  

(ⅱ ) 第１種小型漁船にあっては、次に掲げる書類  

(ｲ) 一般配置図  

(ﾛ) 構造強度計算書又は船体強度試験方案書 (船体強度

試験を要する船舶に限る。 ) 

(参考 ) 一般配置図に記載する事項  

(1) 主機、ﾊﾞｯﾃﾘｰ、燃料ﾀﾝｸ、居室、ﾌﾞﾘｯｼﾞ

等の位置関係  

(2) 船の長さ、幅、深さ、乾げん、居室の

寸法  

(3) 隔壁の位置  

(4) 開口の大きさ及びその閉鎖装置  

(5) ｺｰﾐﾝｸﾞﾊｲﾄの寸法  

(6) 換気口の大きさ  

(7) 定員を、どこで何人とっているかにつ

いて記載されていること。  

(4) 次に掲げる小型漁船又は物件の設計の検査にあたっては資

料 (仕様書、図面、成績書等のほか (ⅲ )にあっては耐久試験

の成績書 )に意見を添えて本部に伺い出ること。  

(ⅰ ) 小漁則第３条 (細則第１編 3.0(a)に該当する場合を除

く。 )に該当する事項  

(ⅱ ) 細則第１編25.0(a)(1)表25.0<2>【細則第４編 19.0(e)に

【1】  

【10】  

【 16】  

【1】  

【5】  

【6】  
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より引用】の区分 E1及び E3の基準に該当しない場合の当

該物件 

(ⅲ ) 細則第１編25.0(a)(1)表25.0<2>【細則第４編 19.0(e)に

より引用】の区分 E2の基準により耐久試験を行った場合の

当該物件 

(ⅳ ) 排気ﾀｰﾋﾞﾝ過給機  

2-1-3 検査の準備、実施  

検査を実施する事項につき、検査申請者にこの節に規定する

準備を行うよう求めること。  

(1) 船体  

細則第２編 (以下｢一般船の検査の方法｣という。 )(2-1-

4(1))のとおりとする。ただし、圧力試験又は水密試験の圧

力は表 2-2のとおりとする。  

表 2-2 

項      目  水圧試験又は水密試験の圧力  備考  

 燃料ﾀﾝｸ(船体付き ) 最高層の開口端までの張水  (注１ ) 

 ﾊﾞﾗｽﾄﾀﾝｸ 〃  (注１ ) 

 貨物油ﾀﾝｸ(船体付き ) 〃  (注１ ) 

 外板 (上甲板下 ) 約 0.2MPa(２ kgf/cm2)以上の射

水  

 

 窓 ( 〃  ) 〃   

 水密閉鎖装置  〃   

 水密暴露甲板  〃   

 舵  1.5D又は 2dのうちいずれか小

さい値の水高圧力に相当する

圧力  

Dは船の

深さ、 d

は満載時

の喫水  

 ﾃﾞｨｰﾌﾟﾀﾝｸ、二重底  空気管の上端までの張水   

 活魚倉  頂板までの水張りによる圧力   

風

雨

密  

水密暴露甲板上に設けるﾊ

ｯﾁ、出入口等  

散水ﾉｽﾞﾙ(注２ )により射水高

(注３ )1.5m、射水距離 1.0mで

射水  

図 2-1参

照  

【5】  
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に

閉

鎖

す  

る  

水密暴露甲板上の構造物

前壁 (他の構造物により保

護されず、直接波浪を受

けるもの )に設ける出入

口、ﾊｯﾁ等  

〃  〃  

こ

と

が  

水密暴露甲板上の構造物

の側面及び上面に設ける

出入口、ﾊｯﾁ等  

散水ﾉｽﾞﾙ(注２ )により射水高

(注３ )1.0m、射水距離 1.0mで

射水  

〃  

で

き

る  

適

当  

水密暴露甲板上の構造物

の前壁 (他の構造物の陰に

なり直接には波浪を受け

ないもの )に設ける出入

口、窓等  

〃  〃  

な

閉

鎖

装

置  

暴露甲板上の構造物の後

面に設ける出入口、窓等  

散水ﾉｽﾞﾙ(注２ )により射水高

(注３ )0.5m、射水距離 0.7mで

射水  

〃  

(注１ ) 船体の強度が十分であり、かつ、工作が良好であると認

めた場合は、水密試験に代えて 0.025MPa(0.25kgf/cm2)の気

密試験を行い石けん水等により、漏えいのないことを確認

してもよい。  

(注２ ) 散水ﾉｽﾞﾙは、ｼｬﾜｰに使用されるものでよい。  

 

(注３ ) 散水ﾉｽﾞﾙを真上に向けて噴射し、水道の蛇口を操作して

水圧を調整することにより、射水高をそれぞれ 1.5ﾒｰﾄﾙ、

1.0ﾒｰﾄﾙ、 0.5ﾒｰﾄﾙに保持すること。  

(1) 窓  
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(2) ﾊｯﾁ 

 

(3) ｶﾞﾝﾈﾙ 

 

(4) ｷｬﾋﾞﾝﾄﾞｱ(全周 ) 

 

(5) ぎ装品  
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(6) 引き戸  

(ⅰ ) 側面にある場合  

 

(ⅱ ) 後面にあるもの  

 

図 2-1 検査個所と射水角度  

(2) 機関の検査  

一般船の検査の方法 (2-1-4(2))のとおりとする。  

(3) 設備の検査  

一般船の検査の方法 (2-1-4(3))のとおりとする。  

(4) 海上試運転  

一般船の検査の方法 (細則第２編 2-1-4(5))のとおりとする。  

(5) 復原性  

復原性の確認については、横揺れ試験を実施し、計測で得

た自由横揺れ周期により判定を行うこと。  

(ⅰ ) 横揺れ試験  

(ｲ) 船舶はなるべく次の状態で試験を行うこと。  

1) 実際の操業状態に近い状態  

2) 船底と海底との間隔は過度に小でないこと。  

(ﾛ) 試験にあたっては次の事項に注意すること。  

1) 風、波、潮流等による影響ができる限り少ない

【8】 

【8】 
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場所を選定し、かつ、船舶が横揺れ試験の実施中

に予想される外力による影響をできる限り避ける

ことができるようにけい留その他の措置をするこ

と。  

2) 試験にあたっては、船舶の横揺れ角をなるべく

大きくすることができる人員又は適当な用具を用

いる方法で横揺れさせること。  
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2-2 定期的検査  

2-2-1 通則  

(1) 第２回以降の定期検査及び第１種中間検査 (以下｢定期的検

査｣という。 )の方法は本節による。  

(2) 検査の結果、必要と認める場合は、更に詳細な検査を行う

こと。  

(3) 第１種中間検査 (以下本編において｢中間検査｣という。 )に

おいて、構造及び設備の状況に応じ特に必要と認める場合は、

特定事項について、本節に定める定期検査の方法により検査

を行うこと。  

(4) 定期的検査を行うにあたっては、検査着手前に船舶所有者

等関係者から機関の運転履歴、使用状態を聴取し、運転整備

の記録を確認の上、解放整備の実施方法、その際の注意点、

記録簿作成の方法、検査の準備、臨検箇所、臨検時期等につ

いて予め打ち合わせておくこと。  

2-2-2 定期的検査の準備  

定期的検査の準備は、検査の種類及び小型漁船の従業制限の

区分に応じて表 2-4により実施を求めること。  

【4】  

【4】  

【6】  

【13】  
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項  目 準  備  の  内  容 

定期検査 中間検査 

第２種 第１種 第２種 第 1 種 

船  体 

1. ﾄﾞｯｸ入れ又は上架し、船体外部の清掃をする。 

ただし、木船にあっては、すえ船とすることができる。 

○ ○*1 ○*1 ○*1 

2. 船体内部の船体に固着しない物品を取り片づけ清掃する。 ○ ○ ○ ○ 

3. 必要に応じ船体内外部の適当な場所に安全な足場を設け

る。 

○ ○ ○ ○ 

4. 舵を持ち上げるか又は取り外す。 *1 ○ ○ ○ ○ 

5. ﾀﾝｸのﾏﾝﾎｰﾙを開放し、内容物及び危険性ｶﾞｽを排出する。 ○ ○ × × 

6. 外板の板厚測定の準備(鋼製船体に限る。) ○ ○*1 × × 

 

機 

 

 

関 

保守整備 

記録 

『特定の保守整備事業者』(細則第２編附属書[17]の規定に基

づき機構から証明を受けた保守整備事業者をいう。以下細則第

５編において同じ。)が船舶所有者に発行した主機等(主機、補

助機関、動力伝達装置及び軸系(ﾌﾟﾛﾍﾟﾗ軸(船尾管内又は船外に

ある中間軸を含む。)を除く。)、圧力容器並びに補機及び管装

置をいう。以下細則第５編において同じ。)に係る保守整備記録

の審査の準備 

○ × ○ × 

 

主機及び 

補助機関 

*2,*5 

1. ｼﾘﾝﾀﾞｶﾊﾞｰを取り外す。 ○*14 ○*10 ○*14 ○*10 

2. ﾋﾟｽﾄﾝ及びｼﾘﾝﾀﾞﾗｲﾅを取り出す。 × ○*10 × × 

3. ｼﾘﾝﾀﾞｶﾊﾞｰの冷却部を解放する。 × ○*10 × × 

4. ｸﾗﾝｸ軸の受金の上半及びｸﾗﾝｸﾋﾟﾝの受金を取り外し、ｸﾗﾝｸ軸

を回転できるようにし、かつ、ｸﾗﾝｸ軸とｸﾗﾝｸ腕との接合部を

検査することが困難なものにあっては、ｸﾗﾝｸ軸を持ち上げ

る。 

× ○*10 × × 

5. ｸﾗﾝｸﾋﾟﾝの受金の３分の１に相当する数のｸﾗﾝｸﾋﾟﾝ受金を取

りはずし、かつ、ｸﾗﾝｸ軸を回転できるようにする。 

× × × ○*10 

6. 作動に直接関係のある重要な弁を解放する。 × ○*10 × × 

7. 動力伝達装置の動力伝達部の異常の有無を確認できるよう

にする。 

× ○*10 × × 

8. 効力試験の準備 ○ ○*11 ○ ○*11 

ﾌﾟﾛﾍﾟﾗ 

軸系 

*3 

1. ﾌﾟﾛﾍﾟﾗを取り外し、かつ、ﾌﾟﾛﾍﾟﾗ軸(船尾管内又は船外にあ

る中間軸を含む。)を抜き出す。 

○ ○ ○ ○ 

2. ﾋﾟｯﾁを変更する機構を有するﾌﾟﾛﾍﾟﾗのﾌﾟﾛﾍﾟﾗ内部の変節機

構又は回転部分を解放し、かつ、各羽根を取り外す。 

○ ○ ○*12 ○*12 

3. 動力伝達装置の動力伝達部の異常の有無を確認できるよう

にする。 

○ ○ ○ ○ 

圧力容器 

ﾏﾝﾎｰﾙのｶﾊﾞｰを取り外し、内部を掃除する。 

ただし、差し支えないと認められるものにあっては、外観検

査ができる準備とする。 

× ○ × × 

補機及び 

管装置 

燃料油装置 *4,*7     

1. ﾎﾟﾝﾌﾟのﾌﾟﾗﾝｼﾞｬ、歯車その他の作動部分を解放する。 ○*14 ○ × × 

2. 油こし器の内部を検査できるように解放する。 × ○ × × 

3. 燃料油管の現状を確認できるようにするとともに燃料油ﾀﾝｸ

のﾏﾝﾎｰﾙ及び検査孔のｶﾊﾞｰを開放し、かつ、油及び危険性ｶﾞｽ

を排出する。ただし、現状が良好な燃料油タンクにあって

は、外観検査の準備でよい 

○*14 ○ ○*14 × 

4. 燃料油管及び燃料油ﾀﾝｸの現状を確認できるようにする。 

 

× × × ○ 

空気圧縮機 *4,*7     

1. ｼﾘﾝﾀﾞｶﾊﾞｰを取り外し、かつ、弁箱を解放する。 × × × × 

2. 効力試験の準備をする。 

 

○ ○*11 ○ ○*11 

過給機 *4     

1. 内部を検査できるように解放するとともに過給機の翼車、

羽根車及び軸を取り出し、かつ、ﾀｰﾋﾞﾝ車室のｶﾊﾞｰを取り外

す。 

○*14 ○*11 ○*14 × 

2. 内部を検査できるように解放する。 

 

× × × ○ 

冷却装置 *4,*7     
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1. 冷却水ﾎﾟﾝﾌﾟのﾌﾟﾗﾝｼﾞｬ、ﾋﾟｽﾄﾝ、羽根車その他の作動部分を

取り出し、かつ、弁箱を解放する。 

○*14 ○*11 ○*14 × 

2. 海水こし器及び清水冷却器を解放する。 × ○*11 × × 

3. 冷却水ﾎﾟﾝﾌﾟ及び清水冷却器の現状を確認できるようにす

る。 

 

× × × ○*11 

潤滑油装置 *4,*7     

1. 潤滑油ﾎﾟﾝﾌﾟ(注油器を除く。)のﾌﾟﾗﾝｼﾞｬ、ﾋﾟｽﾄﾝ、羽根車そ

の他の作動部分を取り出し、かつ、弁箱を解放する。 

× ○*11 × × 

2. 油こし器及び油冷却器を解放する。 × ○*11 × × 

3. 潤滑油ﾎﾟﾝﾌﾟ及び油冷却器の現状を確認できるようにする。 

 

○*14 × ○*14 ○*11 

弁及びｺｯｸ *1     

最高航海喫水線以下で船外に通じる弁及びｺｯｸを解放する。 

 

○*14 ○*1 ○*1 

*14 

○*1 

遠隔操作装置      

効力試験の準備をする。 

 

○ ○*11 ○ ○*11 

機関の一般設備     

排気式機械通風装置にあっては効力試験の準備 ○ ○ ○ ○ 

 

設 

 

 

備 

排水設備 

1. 動力ﾋﾞﾙｼﾞﾎﾟﾝﾌﾟのﾌﾟﾗﾝｼﾞｬ、ﾋﾟｽﾄﾝ、羽根車その他の作動部

を取り出し、弁箱を解放する。 *4,*8 

○ ○ ○ ○ 

2. ﾋﾞﾙｼﾞﾎﾟﾝﾌﾟによる機関室内及びその他の場所の排水試験の

準備をする。 *13 

○ ○ ○ ○ 

操舵
だ

設備 

1. 取り外さなければ検査できないものは、取り外して適当な

場所に陳列する。 

○ ○ × × 

2. 効力試験の準備 ○ ○ × × 

救命設備 

1. 取り外さなければ検査できないものは、取り外して適当な

場所に陳列する。 

○ ○ ○ ○ 

2. 効力試験の準備 ○ ○ ○ ○ 

消防設備 
取り外さなければ検査できないものは、取り外して適当な場

所に陳列する。 

○ ○ ○ ○ 

航海用具 

1. 取り外さなければ検査できないものは、取り外して適当な

場所に陳列する。 

○ ○ ○ ○ 

2. 効力試験の準備 ○ ○ ○ ○ 

電気設備 

絶縁抵抗試験の準備をする。 *6 

(半導体回路のあるものは、これらのすべての端子を解放す

る。) 

○ ○ × × 

ﾌﾟﾛﾊﾟﾝｶﾞｽ等

の設備 

1. 管の継ぎ手等の漏えい試験の準備 ○ ○ × × 

2. 管の継ぎ手等の漏えい試験の準備 

(ただし、細則第１編附属書[13]9.0(a)の規定による場合に限

る。) 

○ ○ ○ ○ 

3. ｶﾞｽﾎﾞﾝﾍﾞの設置場所の張水試験等の準備 

(ただし、細則第１編附属書[13]9.0(a)の規定による場合に限

る。) 

○ ○ × × 

海上試運転 海上試運転の準備をする。 ○ ○*9 × × 

備考：  

1. 表中、｢第１種｣とは第１種小型漁船、｢第２種｣とは第２種小型漁船を示す。 

2. ＊印のある項目については、｢細則第５編表 2-5検査の実施内容及び 2-5 検査の特例｣により検査の準備が省略又は変

更される場合があるので留意すること。 

なお、本表において参照する検査の特例の項目は次のとおりである。 

*1: 表 2-5備考欄 *1    《上架省略》 

*2: 表 2-5備考欄 *2(3)  《内燃機関解放の特例》 

*3: 表 2-5備考欄 *5    《ﾌﾟﾛﾍﾟﾗ軸の特例》 

*4: 2-5-7(3)       《主機解放省略時の取扱い》 

*5: 2-5-5(2),(3)     《稼働時間の短い機関》 

*6: 2-5-6         《絶縁抵抗試験の省略》 

*7: 2-5-7(4)       《補機の立会省略》 

*8: 表 2-5備考欄 *8    《ﾋﾞﾙｼﾞﾎﾟﾝﾌﾟの解放省略》 

*9: 表 2-5備考欄 *10   《海上試運転の代替》 

*10: 表 2-5 備考欄*3    《漁船機関解放の特例》 

*11: 表 2-5 備考*4     《効力省略》 
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【4】【7】【8】【9】

【11】【12】【13】  

*12: 2-5-7(2)       《ﾌﾟﾛﾍﾟﾗの羽根》 

*13: 表 2-5 排水設備欄 1  《排水試験の省略》 

*14: 表 2-5 備考欄 ＊13  《特定の保守整備事業者が保守整備した主機等》 

表 2-4 検査の準備 

 

 

2-2-3 検査の実施  

定期的検査は、検査の種類及び小型漁船の従業制限の区分に

応じて表 2-5に掲げる検査の実施内容並びに現状検査を行うこと。  
 

項 目 検  査  の  実  施  内  容 

定期検査 中間検査 

第２種 第１種 第２種 第 1 種 

船  体 

1. 船体内外を検査し、腐食、損傷及び過度の変形のないこと

を確認する。 

○ ○*1 ○*1 ○*1 

2. ﾀﾝｸの内検を行う。ただし、外観検査により現状が良好と認

められる場合は省略してよい。 

○ ○ × × 

3. 主要構造部材であって衰耗の進行が著しいと認められる部

分は、穿孔その他の適当な方法により当該部材の板厚を測定

し、船舶検査手帳にその結果及び措置を記入しておく(鋼製船

体に限る。)。 

○ ○ × × 

4. 舵頭材の下部の腐食、傷のないこと及びｶｯﾌﾟﾘﾝｸﾞﾎﾞﾙﾄのゆ

るみのないことを確認する。 *1 

○ ○ ○ ○ 

5. 暴露部における水密又は風雨密閉鎖装置にあっては、外観

検査を行う。その際、閉鎖装置に締付装置その他の可動部が

ある場合は、当該可動部を実際に操作することにより、当該

可動部の現状が良好であることを確認する。 

水密性や風雨密性に疑義がある場合には、さらに、チョークテ

ストその他の適切な方法により、水密性や風雨密性を詳細に

確認すること。 

○ ○ ○ ○ 

 

機 

 

 

関 

 

保守整備 

記録 

記載内容の確認及び事情聴取により審査し、『特定の保守整

備事業者』により細則第２編附属書[16]に定められた保守整備

に従い、主機等の定期的な保守整備が適正確実に実施されてい

ることを確認する。 *12 

○ × ○ × 

主機及び 

補助機関 

*2 

1. ｸﾗﾝｸ軸等に亀裂、焼き付き、異常磨耗等のないことを確認

する。 

○*13 ○*3 ○*13 ○*3 

2. 効力試験を行い、異常のないことを確認する。 

試験の結果、異常が認められるものについては解放、整備後

再度効力試験を行う。 

○ ○*4 ○ ○*4 

ﾌﾟﾛﾍﾟﾗ 

軸系 

1. 亀裂、異常腐食等のないことを確認する。 ○*5 ○*5 ○*5 ○*5 

圧力容器 

外観及び内部検査を行い異常腐食のないことを確認する。 

ただし、整備点検結果が記録(やむを得ない場合には事情聴

取)により確認できる場合又は外観検査の結果が良好である場合

であって、差し支えないと認められる場合は、内部検査を省略

してよい。 

× ○ × × 

補機及び 

管装置 

燃料油装置 *6,*7     

1. ﾎﾟﾝﾌﾟのﾌﾟﾗﾝｼﾞｬ、歯車等に焼き付き、異常磨耗等のないこ

と及び油こし器に異常のないことを確認する。 

○*13 ○ ○*13 × 

2. 燃料油管及び燃料油タンク等の現状を検査し、異常のない

ことを確認する。 

 

○*13 ○ ○*13 ○ 

空気圧縮機 *3,*6,*7     

1. ﾋﾟｽﾄﾝ、ｼﾘﾝﾀﾞﾗｲﾅ等に焼き付き、異常磨耗等のないことを確

認する。 

× ○ × ○ 

2. 空気ﾀﾝｸ元弁の気密性を空気ﾀﾝｸに附属している圧力計によ

り確認する。 

× ○ × × 

3. 効力試験を行い、異常のないことを確認する。 ○ ○*4 ○ ○*4 
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過給機 *3,*6     

1. 内部の検査を行いｸﾗｯｸ等の異常のないこと及び水冷部に異

常な腐食のないことを確認する。 

○*13 ○ ○*13 ○ 

2. 主機の効力試験と同時に効力試験を行い、異常のないこと

を確認する。 

 

○ ○*4 ○ ○*4 

冷却装置 *3,*6,*7     

1. 冷却水ﾎﾟﾝﾌﾟのﾌﾟﾗﾝｼﾞｬ、ﾋﾟｽﾄﾝ等に焼き付き、異常磨耗等の

ないこと及び海水こし器等に異常な腐食のないことを確認す

る。 

○*13 ○ ○*13 × 

2. 冷却水ﾎﾟﾝﾌﾟ及び清水冷却器の現状を検査し、異常のないこ

とを確認する。 

× × × ○ 

3. 主機の効力試験と同時に効力試験を行い、異常のないこと

を確認する。 

 

○ ○*4 ○ ○*4 

潤滑油装置 *3,*4,*6,*7     

1. 潤滑油ﾎﾟﾝﾌﾟのﾌﾟﾗﾝｼﾞｬ、ﾋﾟｽﾄﾝ等に焼き付き、異常磨耗等の

ないこと及び油こし器等に異常な腐食のないことを確認す

る。 

× ○ × × 

2. 潤滑油ﾎﾟﾝﾌﾟ及び油冷却器の現状を検査し、異常のないこと

を確認する。 

○*13 × ○*13 ○ 

3. 主機の効力試験と同時に効力試験を行い、異常のないこと

を確認する。 

 

○ ○*4 ○ ○*4 

弁及びｺｯｸ *1     

異常衰耗及びﾊﾞﾙﾌﾞｼｰﾄ面等にｷｽﾞのないことを確認する。 

 

○*13 ○*1 ○*1 

*13 

○*1 

遠隔操作装置      

効力試験を行い、異常のないことを確認する。 

 

○ ○*4 ○ ○*4 

機関の一般設備     

1. 細則第１編 24.2(a)に該当する区画について、吸排気孔の大

きさ、位置、区画の容積等が前回検査時と変更がないことを

確認する変更があった場合又は新たに細則第１編 24.2(a)に該

当する区画を設けた場合は、細則第１編 24.2(a)の換気の要件

に適合することを確認する。 

○ ○ ○ ○ 

2. 排気式機械通風装置にあっては、効力試験を行い、異常の

ないことを確認する。 

○ ○ ○ ○ 

 

設 

 

 

備 

設備一般 
1. 前回の検査時から各設備に変更等のないことを確認する。 ○ ○ ○ ○ 

2. 救命、居住等の表示を確認する。 ○ ○ ○ ○ 

排水設備 

1. 外観検査、作動確認又は整備点検結果の記録(やむを得ない

場合には事情聴取)により異常のないことを確認すること。 

○ ○ ○ ○ 

2. 動力ﾋﾞﾙｼﾞﾎﾟﾝﾌﾟのﾌﾟﾗﾝｼﾞｬ、ﾋﾟｽﾄﾝ等に異常磨耗、ｷｽﾞ等のな

いことを確認すること。 *6,*8 

○ ○ ○ ○ 

操舵
だ

装置 

操舵装置の現状検査及び作動確認又は整備点検結果の記録(や

むを得ない場合には事情聴取)により異常のないことを確認す

る。 

○ ○ ○ ○ 

救命設備 

1. 小型船舶用膨脹式救命いかだにあっては、それぞれの細則

第２編附属書[7-1]｢小型船舶用膨脹式救命いかだの整備基準｣

及び附属書[7-2]｢小型船舶用膨脹式救命浮器の整備基準｣の定

めるところによる。 *9 

○ ○ ○ ○ 

2. 自動離脱装置にあっては、細則第２編附属書[7-2]2.(6)に

よる。 

○ ○ ○ ○ 

3. 小型船舶用膨脹式救命浮き輪にあっては、細則第２編附属

書[7-3]に従って外観検査、膨脹試験及びｶﾞｽﾎﾞﾝﾍﾞの検量を行

う。ただし、製造後５年以内の小型船舶用膨脹式救命浮き輪

の気室の膨脹試験については、現状良好な場合は省略して差

し支えない。 

○ ○ ○ ○ 

4. 小型船舶用膨脹式救命胴衣にあっては、細則第２編附属書

[7-3]に従って外観検査、膨脹試験及びｶﾞｽﾎﾞﾝﾍﾞの検量を行

う。ただし、製造後５年以内の膨脹式救命胴衣の気室の膨脹

試験については、現状良好な場合は省略して差し支えない。 

○ ○ ○ ○ 
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なお、細則第１編 3.0(a)(1)<1>により同等効力として認め

られている膨脹式救命胴衣については、小型船舶用膨脹式救

命胴衣と同様な検査方法とすることで差し支えない。 

5. 火工品、小型船舶用自己発煙信号又は自己発煙信号、小型

船舶用火せん又は落下傘付信号、小型船舶用信号紅炎又は信

号紅炎、発煙浮信号及び救難食料にあっては、有効期限が切

れているものは新替えし、それ以外のものは細則第２編附属

書[13]の定めるところによる。 

○ ○ ○ ○ 

6. 小型船舶用自己点火灯又は自己点火灯(電池式に限る。)に

あっては、点灯することを確認する。 

○ ○ ○ ○ 

7. 小型浮揚型極軌道衛星利用非常用位置指示無線標識装置、

小型船舶用ﾚｰﾀﾞｰ･ﾄﾗﾝｽﾎﾟﾝﾀﾞｰ及び小型船舶用捜索救助用位置

指示送信装置にあっては、管海官庁が証明した GMDSS 設備のｻ

ｰﾋﾞｽ･ｽﾃｰｼｮﾝが当該検査の前３ヶ月以内に整備を行ったもの

は、当該整備記録を確認すること。その他の場合にあって

は、管海官庁が証明した GMDSS 設備のｻｰﾋﾞｽ･ｽﾃｰｼｮﾝが行う整

備と同等の検査を行うこと。 

○ ○ ○ ○ 

8. 小型船舶用信号紅炎に代えて無線電話等を備えているもの

にあっては、必要な効力試験を行う。 

○ ○ ○ ○ 

消防設備 

消火器にあっては、消火剤の装てん時期を確認し必要と認め

る場合には消火剤を取り出して検査する。その他細則第２編附

属書[13]の定めるところによる。 

○ ○ ○ ○ 

換気装置 

蓄電池室又は蓄電池の設置場所の構造等が、前回検査時と変

更がないことを確認する。 

変更があった場合又は新たに蓄電池室又は蓄電池の設置場所

を設けた場合は、当該蓄電池室又は蓄電池の設置場所が細則第

１編 90.1(a)に適合することを確認する。 

○ ○ ○ ○ 

無線電信

等 

無線電信等を備えているものは、設備規程第 311条の 22 に定

める設備であることを確認するとともに、その現状が良好であ

ることを無線局検査結果通 知 書又は無 線局検 査省略

通知書により確認する。 

また、施行規則第４条の規定により無線電信等の施設が免除

されているときは、その免除要件が維持されていることを船舶

検査手帳等により確認する。 

○ ○ ○ ○ 

航海用具 

1. 航海灯にあっては、点灯することを確認する。 ○ ○ ○ ○ 

2. 汽笛又は音響信号器具にあっては、吹鳴試験を行う。 ○ ○ ○ ○ 

3. ﾃﾞｼﾞﾀﾙ選択呼出装置及びﾃﾞｼﾞﾀﾙ選択呼出聴取装置にあって

は、管海官庁が証明した GMDSS 設備のｻｰﾋﾞｽ･ｽﾃｰｼｮﾝが当該検

査の前３月以内に整備を行ったものは、当該整備記録を確認

すること。その他の場合にあっては管海官庁が証明した GMDSS

整備のｻｰﾋﾞｽ･ｽﾃｰｼｮﾝが行う整備と同等の検査を行うこと。ま

た、GMDSS代換え措置を実施しているものについては、船内に

｢通信申合わせ｣が備え付けられていることを確認する。 

○ ○ ○ ○ 

電気設備 

1. 電気機器及び電路にあっては、効力試験及び絶縁抵抗試験

を行う。 *11 

○ ○ × × 

2. 配電盤にあっては、配電盤本体、計器類及び配線が適正で

あることを確認する。 

○ ○ ○ × 

ﾌﾟﾛﾊﾟﾝｶﾞｽ

等の設備 

1. 管等の現状検査を行う。 ○ ○ ○ ○ 

2. 管の継ぎ手等の漏えい試験を行う。 ○ ○ × × 

3. 管の継ぎ手等の漏えい試験を行う。 

(ただし、細則第１編附属書[13]9.0(a)の規定による場合に

限る。) 

○ ○ ○ ○ 

4. ｶﾞｽﾎﾞﾝﾍﾞの設置場所の現状確認を行う。 

(ただし、細則第１編附属書[13]9.0(a)の規定による場合に

限る。) 

○ ○ × × 

海上試運転 

4/4出力にて海上試運転を行い次の事項等を確認すること。 ○ ○*10 × × 

1. 主機の効力試験     

2. 異常振動の有無     

3. 遠隔操作装置の効力試験     

4. 操舵
だ

装置の効力試験     

備考： 

1. 表中、｢第２種｣とは第２種小型漁船、｢第１種｣とは第１種小型漁船を示す。 

2. ＊印のある項目については、次のとおり。 
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*1: 船底、ﾌﾟﾛﾍﾟﾗ等の検査の延期又は省略 

(1) 定期的検査において、船体内部検査等の浮上中検査及び当該検査の前１年以内の上架点検の整備点検結果の記

録(やむを得ない場合には事情聴取)から判断して差し支えないと認めた小型漁船は、ﾄﾞｯｸ入れ又は上架を省略し

てよい。この場合、船底外部及び舵の検査、最高航海喫水線以下で船外に通じる弁及びｺｯｸの解放検査は省略して

よい。 

(2) 舵に係る各軸受部の間隔の計測の結果により現状が良好なものについては、舵の持ち上げ又は取り外しを省略

して差し支えない。(定期検査にあっては、舵頭材の腐食について確認できる措置のあるものに限る。) 

(3) 弁及びｺｯｸについては、構造上解放が困難と判断された場合にあっては、外観検査及び作動確認により良好なも

のについては、解放を省略して差し支えない。 

*2: 機関の検査の一般的特例 

(1) 稼働時間の短い機関の検査(高速機関以外の機関) 

2-5-5(2)によること 

(2) 稼働時間の短い機関の検査(高速機関) 

2-5-5(3)によること 

(3) 内燃機関の検査の特例 

(ⅰ) 定期検査において、内燃機関のｼﾘﾝﾀﾞﾗｲﾅの取り出しは、４ｼﾘﾝﾀﾞ又はその端数ごとに１個取り出した状態

で行う。ただし、清水冷却又は出力 257kW(350PS)未満の内燃機関(製造後９年経過したものを除く。)に使

用するものにあっては、取り出さない状態でよい。なお、清水冷却の内燃機関で製造後９年経過したもので

あっても冷却水管理を行っているものは、その記録から判断して差し支えないと認められる場合には取り出

さなくてもよい。 

(ⅱ) 内燃機関であって、上記(1)～(2)に該当する場合を除き、当該機関の製造実績、使用実績、検査実績等を

考慮して施行規則第 24 条第２号又は第 25 条第１項第２号に規定する検査の準備を行う必要がないと認める

ものについては、同規定にかかわらず、検査の準備の一部又は全部を省略して差し支えない。なお、この場

合必要な資料を添えて、本部に伺いでること。 

(ⅲ ) 製造後 11 年未満の 内燃機関 の定期 検査に つい ては、前 回定期 検査後 の中 間検査、

臨時検査 で解放 検査（ 定期 検査と同 等の解 放検査 ）を 実施して いるこ とが船 舶情 報等

により確 認でき る場合 、解 放検査を 省略し て差し 支え ない。  

(ⅳ ) 製造後 11 年未満の 内燃機関 の中間 検査に つい ては、保 守整備 の記録 、事 情聴取等

により解 放検査 に代え て効 力試験（ 海上運 転）と する ことがで きる。  

(ⅴ ) 臨時検査 により 内燃 機関を新 しいも のに換 装し た後に、 初めて の定期 的検 査を受け

る場合は 、保守 整備の 記録 、事情聴 取等に より、 効力 試験（海 上運転 ）とす るこ とが

できる。  

*3: 第 1 種小型漁船の定期的検査における機関の検査の特例 

主機の作動試験及び検査時の事情聴取の結果並びに補助機関の作動試験及び空気圧縮機の充気試験の結果が良好な

場合であって、かつ、当該検査の前１年以内の機関の整備点検の記録から判断して差し支えないと認められる場合

は、機関の解放検査を省略してよい。 

*4: 現状が良好であって、整備点検結果を記録(やむを得ない場合には事情聴取)により確認して差し支えないと判断さ

れる機関、補機及び管装置については、効力試験を省略してよい。(作動試験により機関の解放検査を省略する場合

を除く。) 

*5: ﾌﾟﾛﾍﾟﾗ軸(船尾管内又は船外にある中間軸を含む。)の抜き出し検査等の特例 

定期検査又は中間検査におけるﾌﾟﾛﾍﾟﾗ軸の検査は次によることができる。ただし、船舶所有者から申し出があった

ときには、これを抜き出して検査を行うこと。 

ﾌﾟﾛﾍﾟﾗ軸について、中間検査時に定期検査で行うべき内容の検査を行った場合には以後、次回定期検査時に中間

検査の内容を、次回中間検査時(ただし、中間検査の間隔は６年を超えないようにすること。)に定期検査の内容の

検査を行い、これを順次繰り返すように行うことができる。 

また、臨時検査時に定期検査で行うべき内容の検査を行った場合は、次回検査を前述の検査間隔と同等とすれ

ば、臨時検査で行うことができる。なお、できるだけ定期的検査の時期に行うよう受検者の理解を求めること。 

(1) 主機の解放を省略された船舶のﾌﾟﾛﾍﾟﾗ軸及びﾌﾟﾛﾍﾟﾗは現状が良好な場合には、次の(3)の規定にかかわらず、抜

き出し及び取り外しを省略して差し支えない。ただし、次に掲げる場合を除き、前回のﾌﾟﾛﾍﾟﾗ軸の抜き出し及び

ﾌﾟﾛﾍﾟﾗの取り外しから定期検査の検査間隔を超える時期である場合には適用しない。 

(ⅰ) 備考*2(稼働時間の短い機関の検査の特例)により解放が省略された場合 

(ⅱ) 第１種小型漁船の場合 

(2) 海水潤滑式の船尾管軸受(張出し軸受を含む。以下同じ。)を有するｺﾞﾑ巻き、一体ｽﾘｰﾌﾞ又はそれと同等以上と

認められた防食加工を施された軸又は油潤滑式の船尾管軸受を有する軸は、中間検査時のﾌﾟﾛﾍﾟﾗ軸の抜き出し検

査を省略してよい。 

(3) 上記(2)に掲げる｢同等以上と認められた防食加工｣が施されていない軸であって、ﾈｰﾊﾞﾙ黄銅、高力黄銅、特殊ｱ

ﾙﾐﾆｳﾑ青銅、ｽﾃﾝﾚｽ鋼等の耐食性が特にすぐれていると認められた材質のﾌﾟﾛﾍﾟﾗ軸については、中間検査時はﾌﾟﾛﾍﾟ

ﾗ軸の船尾管軸受部が確認できる程度に部分的に抜き出し、可能な部分の軸身検査及び次の(ⅰ)から(ⅳ)までの検

査とすることができる。ただし、異常が認められた場合は通常の抜き出し検査とする。なお、ｽﾘｰﾌﾞ以外の防食加

工部は、はがして軸身を検査すること。 

(ⅰ) 船尾管軸受の後端軸受(張出し軸受を有する場合はその後端。以下同じ。)の摩耗量の計測 

(ⅱ) 船尾管ｼｰﾙ装置の主要部解放検査 

(ⅲ) 海水潤滑式の船尾管軸受の場合は、潤滑冷却水の送水管系の現状検査 

(ⅳ) 船外にあるﾌﾟﾛﾍﾟﾗ軸系のｶｯﾌﾟﾘﾝｸﾞの取り外し検査(防水ｶﾊﾞｰ内に水が侵入した形跡のないものについて
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は、防水ｶﾊﾞｰの取り外しのみでよい。) 

例) 耐食性が特にすぐれていると認められた材質 

NAS46-H4(日本治金)、AMS5F ｱｰﾑﾌﾞﾛﾝｽﾞ(三菱金属)、PSL-K、PSL-HT(日立金属)、SPI(大同製鋼)、TXA208、

TXA208-ST(愛知製鋼)、KA3(山陽特殊鋼)、高力黄銅棒、SUS316、SUS316L 

(4) 第２種小型漁船のﾌﾟﾛﾍﾟﾗ軸について、保守整備記録について記載内容の確認及び事情聴取により審査し、本規

定に基づく定期検査及び中間検査の検査間隔に相当する間隔で抜き出し(上記(3)による部分的な抜き出しも含

む。)に係る定期的な保守整備が『特定の保守整備事業者』により適正確実に実施されていることが確認される場

合には、抜き出しを省略して差し支えない。 

*6: 2-5-7(3)によること。  《主機解放省略時の取扱い》 

*7: 2-5-7(4)によること。  《補機の立会省略》 

*8: ﾋﾞﾙｼﾞﾎﾟﾝﾌﾟの解放検査については、整備点検結果を記録(やむを得ない場合には事情聴取)により確認して差し支え

ないと判断される場合には、省略して差し支えない。 

*9: 2-5-1 によること。   《整備された膨脹式救命いかだの取扱い》 

*10: 海上試運転に代えて、係留運転による主機及び遠隔操作装置の効力試験並びに操舵装置の作動確認として差し支

えない。 

*11: 2-5-6 によること。  《絶縁抵抗試験の省略》 

*12:  保守整備記録の 審査 の結果、 『特定 の保守 整備 事業者』 による 主機等 の定 期的な保 守整

備が適正 確実に 実施さ れて いること が確認 できな い場 合には、 表 2-5｢機関 ｣のうち ｢主機及

び補助機 関 ｣の検査 の実施 内容を参 照し、 前回解 放の 内容、運 転時間 、運転 状況 を勘案し て

解放検査 を実施 するこ と。  

*13: 2-5-5(4)によること。  《特定の保守整備事業者が保守整備した主機等》 

表 2-5 検査の実施内容 

【4】 【7】 【8】【9】

【11】【12】【13】

【14】【15】【17】 
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2-3 臨時検査  

一般船の検査の方法 (2-3)のとおりとする。  

2-4 臨時航行検査  

船舶検査証書の有効期間が満了した後、修理地へ回航する場合等は、

一般船の検査の方法 (2-4)のとおりとする。  

2-5 検査の特例  

2-5-1 予備検査に合格した物件等の検査  

一般船の検査の方法 (2-5-1)のとおりとする。  

2-5-2 認定物件に係る検査の特例  

一般船の検査の方法 (2-5-2)のとおりとする。  

2-5-3 管海官庁等の発行した合格証明書等を有する物件の検査  

一般船の検査の方法 (2-5-3)のとおりとする。  

2-5-4 新たに法第５条の適用を受けることとなる小型漁船の第１回

定期検査の特例  

(1) 法第 32条に掲げる小型漁船 (12海里以内の海面又は内水面

において従業する総ﾄﾝ数 20ﾄﾝ未満の漁船 )及び施行規則第２

条 (第２項第５号 (係船中の船舶 )を除く。 )に掲げる小型船舶

が、初めて法第５条の適用を受けることとなった場合の第１

回定期検査は一般の小型漁船と同様の取り扱いをすることが

原則であるが、当該船舶の進水以後の航行年数、従事してい

た漁ろうの種類等を調査、検討した結果適当と判断したもの

については、航行上の条件に応じて検査の一部を省略してよ

い。  

(2) 施行規則第２条第２項第５号 (係船中の船舶 )に該当してい

た船舶及び船舶検査証書を返納していた船舶が、改めて法第

５条の適用を受けることとなった場合の第１回定期検査は、

当該船舶が法第５条の適用外となっていた期間に応じて原則

として次のとおりとする。  

(ⅰ ) 当該小型漁船に交付されることとなる船舶検査証書の

有効期間の長さ以上の場合  

2-1に定める第１回定期検査の内容  

ただし、船体及び機関の材料及び強度に関する事項を

除く。  

(ⅱ ) 当該小型漁船の中間検査の間隔となる期間以上の場合 【4】  
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((ⅰ )の場合を除く。 ) 

現状確認により差し支えないと認められた場合は、 2-

2に定める第２回以降の定期検査の内容まで検査の一部

を省略してよい。  

(ⅲ ) 当該小型漁船の中間検査の間隔となる期間未満の場合  

現状確認により差し支えないと認められた場合は、 2-

2に定める中間検査の内容まで検査の一部を省略してよ

い。  

2-5-5 機関の検査の特例  

(1) 機関を初めて小型漁船に設置する場合の検査の特例  

機関を当該小型漁船に初めて設置する場合の検査の特例は

当該機関の区分により次によること。  

(ⅰ ) 新造機関  

製造時に検査を受けていない新造機関であって (ｲ)に

該当することが確認された機関の検査は、 (ﾛ)によるこ

ととして差し支えない。  

(ｲ) 管海官庁の設計検査に合格した機関又は量産物件

として機構の設計検査に合格している機関と同型で

あること。  

(ﾛ) 2-1-3(2)の陸上試運転に代えて、小型漁船に設置

後連続最大出力で２時間以上の海上運転を行い異常

のないことを確認すること。ただし、海上運転にお

いて、異常のあったものは開放検査行うこと。  

(ⅱ ) 中古機関  

次のいずれかに該当することが確認された中古機関で

あって、当該機関の過去の使用年数、整備の内容等を調

査、検討した結果適当と判断されたものについては、設

置される小型漁船の用途、航行上の条件に応じて検査の

一部を省略して差し支えない。  

(ｲ) 管海官庁の設計検査に合格した機関又は量産物件

として機構の設計検査に合格している機関と同型の

【4】  
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機関であること。  

(ﾛ) 過去に管海官庁又は機構の検査 (臨時航行検査を除

く。 )を受検していた船舶に設置されていた機関であ

ること。  

(ﾊ) 過去に管海官庁又は機構の予備検査を受検したこ

とがある機関であること。  

(2) 稼働時間の短い機関の検査（高速機関以外の機関）  

小型漁船の主機又は補助機関 (付属する過給機及び送風機

並びに動力伝達装置を含む。 )(高速機関を除く。 )であって、

新造後又は前回実施した機関の解放 (表 2-5備考 2.＊ 12に従い

細則第２編表 2-4｢機関 (1) 沿海区域以上を航行区域とする

小型船舶 (旅客船に限る )の機関｣を参照して機関の主要部分

につき解放検査が実施されたもの又は『特定の保守整備事業

者』により細則第２編附属書 [16]表 1.①又は②の保守整備と

して実施されたものに限る。次項 (3)において同じ。 )の後の

運転時間が、今回検査の次の定期的検査までに 7,000時間 (船

外機にあっては 1,200時間 )を超えないと推定されるものにつ

いては、保守整備記録について記載内容の確認及び事情聴取

により審査し、定期的な保守整備が適正確実に実施されてい

ることが確認される場合には、解放検査を省略することがで

きる。  

なお、運転時間の推定は、当該船舶の機関に備える積算回

転計又は回転時間計により確認される運転時間の実績から年

間平均稼働時間を算出することにより行うものとする。  

ただし、これらの計器が備え付けられていない場合又はこ

れらの計器による確認が困難な場合には、機関の運転時間が

確認できる日誌等により確認して差し支えない。  

(3) 稼働時間の短い機関の検査（高速機関）  

小型漁船の主機又は補助機関 (付属する過給器及び送風機

並びに動力伝達装置を含む。 )(高速機関に限る。 )であって、

新造後又は前回実施した機関の解放の後の運転時間が 7,000
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時間 (船外機にあっては 1,200時間 )を超えないものについて、

保守整備記録について記載内容の確認及び事情聴取により審

査し、定期的な保守整備が適正確実に実施されていることが

確認される場合には、解放検査を省略することができる。  

(参考 ) 高速機関とは、次の条件式を同時に満足する内燃機

関をいう。  

(1) ｽﾄﾛｰｸ(mm)×連続最大回転数 (rpm)×連続最大回転数

(rpm)の値が 1.62×108 以上  

(2) π×ｸﾗﾝｸ軸の ｼﾞｬｰﾅﾙの径 (mm)×連続最大回転数 (rpm)の

値が 3.6×105 以上  

(4) 『特定の保守整備事業者』が保守整備した主機等の検査の

特例  

第２種小型漁船の主機等のうち、細則第２編附属書 [16]の

表に基づき定期的な保守整備が適正確実に実施されているこ

と (主機及び補助機関については、当該機関の型式に係る保

守整備要領書も参照して実施されていること )が、当該主機

等に係る保守整備記録の記載内容及び事情聴取により確認さ

れたものであって、『特定の保守整備事業者』が、定期的検

査の時期の直前６ヶ月以内に次に掲げるいずれかの内容で保

守整備したものについては、解放検査を省略することができ

る。  

(ⅰ ) 細則第２編附属書 [16]表 1.①又は②に定める保守整備  

(ⅱ ) 表 2-4「機関」に定める定期的検査の解放準備項目に

よる保守整備  

2-5-6 電気機器及び電路の絶縁抵抗試験の省略  

供給電圧が 35V以下で船質が FRP、ｺﾞﾑ等不導体の船舶は外観検

査により差し支えないと認められる場合は絶縁抵抗試験を省略

してよい。  

2-5-7 その他の定期的検査の特例  

(1) 定期的検査の直前６ヶ月以内に法に基づく検査を行ってい

る場合の検査の特例  

本細則に基づき小型漁船の定期的検査の方法を定めるにあ

【4】  
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たっては、当該小型漁船について当該定期的検査の前６ヶ月

以内に法に基づく検査を行っている場合には、当該定期的検

査の直前に行われた検査の内容を審査して差し支えないと認

める事項については、これを省略することができる。  

(2) 中間検査において、ﾋﾟｯﾁを変更する機構を有するﾌﾟﾛﾍﾟﾗの

ﾌﾟﾛﾍﾟﾗ内部の変節機構又は回転部分の検査を行う場合に取り

外す羽根は１枚とする。  

(3) 検査の準備において主機及び補助機関の解放を省略された

小型漁船 (2-5-5(2)、 (3)による場合を含む。 )にあっては以

下の検査の準備にあっても省略して差し支えない。  

(ⅰ ) 燃料油装置のﾎﾟﾝﾌﾟのﾌﾟﾗﾝｼﾞｬ、歯車その他の作動部分

の解放。  

(ⅱ ) 油こし器の解放。  

(ⅲ ) 空気圧縮機のｼﾘﾝﾀﾞｶﾊﾞｰの取り外し及び弁箱の解放。  

(ⅳ ) 過給機の解放 (過給機の羽根車及び軸の取り出し、ﾀｰ

ﾋﾞﾝ車室のｶﾊﾞｰの取り外し。 ) 

(ⅴ ) 冷却装置及び潤滑油装置のﾎﾟﾝﾌﾟ(注油器を除く。 )の

ﾌﾟﾗﾝｼﾞｬ、ﾋﾟｽﾄﾝ、羽根車その他の作動部分の取り出し及

び弁箱の解放並びに海水こし器、冷却器及び油こし器の

解放。  

(ⅵ ) 動力ﾋﾞﾙｼﾞﾎﾟﾝﾌﾟのﾌﾟﾗﾝｼﾞｬ、ﾋﾟｽﾄﾝ、羽根車その他の作

動部の取り出し及び弁箱の解放  

(4) 空気圧縮機、ﾎﾟﾝﾌﾟ、熱交換器及びこし器については解放

整備の記録等を調査し、差し支えないと認められる場合には

解放検査の立合いを省略することができる。  
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第３章  予備検査等の実施方法  

 予備検査及び認定物件に係る検査の方法は、本章の規定によること。  

3-1 製造に係る予備検査  

 細則第２編 3-1のとおりとする。  

3-2 量産物件の製造に係る予備検査  

 細則第２編 3-2のとおりとする。  

3-3 改造･整備に係る予備検査  

 細則第２編 3-3のとおりとする。  

 

 

【13】 

【13】 
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第４章  認定物件に係る検査  

4-1 認定物件に係る検査  

 認定事業場において製造される認定物件について認定事業場にお

いて行う検査の方法は、本章の規定によること。認定物件に係る検

査を行う場合は、 2-1-2設計検査及び細則第２編 4-1-1及び 4-1-2のと

おりとする。  

 

 

 

【 13】  
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第５章  経過措置  

5-1 経過措置 (昭和 53年８月 15日施行の達に関するもの ) 

5-1-1 船舶安全法第 32条の漁船の範囲を定める政令の一部を改正

する政令 (昭和 53年政令第 247号 )附則第２項及び第３項に規定

する小型漁船について最初に行う定期検査の方法は、特に問

題がない限り第２回以降の定期検査の方法によって差し支え

ないが復原性の検査は実施すること。この場合において、船

底外部、舵及びﾌﾟﾛﾍﾟﾗ軸の検査並びに機関の解放検査は特に

問題がない限り次回中間検査まで延期して差し支えない。  

5-1-2 5-1-1により次回中間検査まで船体上架、機関の解放及びﾌﾟ

ﾛﾍﾟﾗ軸の抜き出しを延期している小型漁船について、当該中

間検査において船体及び機関の現状を検査し、かつ、適当な

方法で海上試運転を行い、操舵
だ

装置の作動状態の良否、主機

の回転数、排気温度、煙の色、潤滑油及び冷却水の圧力並び

に温度、異常振動の有無、遠隔操縦装置の良否等及び保守の

記録 (船長が船舶検査手帳の｢保守の記録｣の欄に記載したも

の )から判断して、特に問題がないと認められる場合は、船底

外板、舵及びﾌﾟﾛﾍﾟﾗ軸の検査並びに機関の解放検査を、さら

に次回の定期検査まで延期して差し支えない。  

 この場合、第１種小型漁船については、次回定期検査にお

いても、 5-1-2の方法によって差し支えない。  

5-1-3 船舶安全法第 32条の漁船の範囲を定める改正前の政令 (昭和

49年政令第 248号 )に基づき国の検査対象となっていた漁船 (い

わゆる６業種船 )で国から移行してくる長さ 12m未満の船舶で

あって、国の検査の方法の経過措置により最初の定期検査に

おいて行うべき船底外板、舵、ﾌﾟﾛﾍﾟﾗ軸の検査並びに機関の

解放検査を次回中間検査まで延期されている小型漁船につい

ては、 5-1-2に準じて取り扱って差し支えない。  

5-1-4 5-1-1及び 5-1-3の国から移行してくる船舶であって、最初

の定期検査の後の中間検査において船底外板、舵及びﾌﾟﾛﾍﾟﾗ

軸の検査並びに機関の解放検査を実施した小型漁船について

は、次回の定期検査において 5-1-2と同様の検査を行い、特に

問題がないと認められる場合には、当該中間検査から６年を

超えない範囲でこれらの検査を実施することとして差し支え

ない。  

【9】  
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5-2 経過措置 (平成 20年 1月 15日施行の達に関するもの ) 

5-2-1 平成 20年 1月 15日前に建造され、又は建造に着手された船舶

（以下「現存船」という。）に設置される主機等については、

改正後の規定は、同日以後最初に行われる定期検査から適用

する。  

5-2-2 現存船の船舶所有者は、当該現存船に設置される主機等に

ついて、平成 20年 1月 15日以後最初に行われる定期検査までに、

細則第２編附属書 [16]『主機等に係る保守整備項目』表 1.に

掲げる保守整備の項目及び内容につき『特定の保守整備事業

者』による保守整備を実施し、保守整備記録を作成・管理す

ること。  

なお、平成 20年 1月 15日以後最初に行われる定期検査におい

て、細則第５編 2-5-5(2)又は (3)の規定により解放が省略でき

る場合には適用しない。  

5-2-3 前二項の規定に係わらず、現存船については、平成 20年 1月

15日以後最初に行われる定期検査を、改正前の細則第５編表

2-4「検査の準備」及び表 2-5「検査の実施内容」により行う

ことでも差し支えない。  

 

【12】【13】 


	5編_改正履歴
	5編01章
	5編02章
	5編03章
	5編04章
	5編05章



